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１－１ ガラス固化試験の主な経緯

 当初の試験状況
2007年11～12月 ガラス溶融炉底部に白金族元素が堆積し、流下性低下により

試験を中断
2008年10～12月 試験再開後、安定運転を継続していたが、不溶解残渣を含む廃液を

投入後、流下性低下により試験を中断
（その後、天井レンガの脱落や震災の影響により長期中断）

 実規模モックアップ試験施設（ＫＭＯＣ）による原因究明・対策の構築
（オールジャパン体制による取り組み）

2009年11月～2010年3月 原因究明
2010年7～10月 ＫＭＯＣと実機の比較評価

11月 安定運転条件の検討結果を国に報告、了承
2011年2月 アクティブ試験条件の確認

⇒ 運転方法の改善、設備改善（温度計の追加設置等）を実施

 改善後の試験状況
2012年6～8月 事前確認試験 計画どおり終了
2012年12月～2013年5月 ガラス固化試験（安定運転確認、性能確認）

計画どおり終了

１． ガラス固化設備に係るアクティブ試験と取組み

流下性低下事象を受け、安定運転に必要な運転管理方法の確立
のための検証をＫＭＯＣにおいて実施



 ガラス固化設備に係るアクティブ試験の計画

 まとめ
・ガラス固化試験において数々のトラブルを経験したものの、KMOC試験による運転方法

の確立、設備改造等により、技術課題を克服。

・本年5月までに社内試験を終了。残すは、国による使用前検査のみ。

 使用前検査について
・ガラス固化設備の使用前検査は、施工に係る検査と性能に係る検査。施工に係る検査

は終了しており、残るは安全に直接関係のない処理能力に関する性能確認のみ。

・当社としては使用前検査を受検できると判断しているが、原子力規制委員会は新規制
基準施行後に使用前検査の実施を判断。
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１－２ ガラス固化試験のまとめ
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１－３ ガラス溶融炉の安定運転に向けた取組み

運転管理手法の把握

（これまでの反省）処理する廃液の性状を十分に把握できていなかった、安定運転に必要な

運転管理範囲の設定が十分ではなかった。

（反省を踏まえた対応）ＫＭＯＣ試験の結果を踏まえ、安定運転に必要な管理項目として、炉

内温度管理と白金族管理に対する運転管理範囲を設定し、アクティブ試験において、操業

運転時に想定される最も厳しい廃液条件で安定して管理できることを確認。

運転体制の確立
（これまでの反省）ガラス溶融炉の運転状態の変化に柔軟に対応する運転技術が十分備わっ
ていなかった。

（反省を踏まえた対応）ガラス固化設備の運転員等をＫＭＯＣ試験の運転に参画させ運転技
能の維持・向上を図った。

想定事象に対する対応及びリスク管理

（これまでの反省）想定される事象への手順、予備品等の準備が十分ではなかった。

（反省を踏まえた対応）①先行施設、化学試験、アクティブ試験、KMOC試験における過去の発

生事象や想定事象に対する対応マニュアルの改良、改善を実施。

②過去のトラブル事象を踏まえて、作動確認及び対策の実施内容・タイミングを見直すととも

に、予備品を準備することで、想定事象の発生を未然に防ぐ。

（今後の課題）安定運転を確実にするために、処理廃液の条件（燃焼度の違い、廃液の
組合せ）の拡充を図る、段階的な処理量の増加による着実な運転技術の定着を図ること



 再処理工場の設計・建設を通じて、安全性向上に向けた様々な取組みを実施
・国内外の事故・トラブル事例の調査と設計、運転手順への反映（約９００件）

■中越沖地震（２００７年）を踏まえた対策
・構内道路の地盤改良
・免震構造の緊急時対策所の新設（2011年12月より運用開始）
・電源車の配備（1台）
・不整地走行用消防車の配備（1台）

 福島第一原子力発電所事故を受けて、「起こると考え、その時どう対応する
か」、「地域の皆さまに絶対迷惑をおかけしない」という考えのもと、安全対策
を総点検するとともに全交流電源喪失を想定し、「緊急安全対策」を実施。

（緊急安全対策）
・電源車の増配備（2台） ・・・電源の確保
・可搬式ポンプの配備 ・・・プール水位の維持
・エンジン付コンプレッサの配備 ・・・水素掃気のための圧縮空気の確保

 夜間・厳冬期を含め、訓練を継続的に実施。

 新規制基準にも速やかに、かつ的確に対応するとともに、今後も規制の枠に
とらわれず、安全性向上に不断の努力を傾注する。（別紙）

２．安全性向上へのこれまでの取組み
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２－１ これまでの取り組み
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２－２ 緊急安全対策での対応例
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２－３ 緊急安全対策の訓練【代替水源からの取水訓練（厳冬期）】

再処理施設までの標高差55m
を揚水可能なことを確認

尾駮沼（施設周辺）からの取水

Ａ



２－４ 新規制基準への対応スケジュール
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2013年

～5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

新規制基準施行 ▽
（～12/18）

規制委員会 核燃料施設等の新規制基準検討チーム（4/15～）
▽再処理施設

竣工（計画）

推 測

▼骨子案

骨子案パブコメ 条文案パブコメ 手続き等

・7/1 事業者意見表明（全事業）・6/11
事業者説明
【重大事故】

（再処理／MOX ）

・7/2：研究炉、埋設、管理、燃料貯蔵 （第12回）
・7/9：再処理、加工、埋設、研究炉 （第13回）
・7/17：再処理、加工、埋設、管理、燃料貯蔵、研究炉 （第14回）

・7/24
原子力規制委員会

7/25 8/15

・9/11
原子力規制委員会

9/12 10/11
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２－５ 新規制基準（案）に対する当社の考え

 規制庁が示した新規制基準骨子（案）は、核燃料施設と発電炉の違いを考

慮し、例えば、重大事故対策では、事故への進展までの時間的余裕を踏ま

え、サイクル施設には、恒久設備ではなく可搬式設備で対応することを基本

とするなど、概ね安全性への影響の程度に応じた要求内容・レベル（Graded 

approach）となっていると認識。

 なお、対象としている施設が、発電用原子炉と異なり施設ごとの違いが大き

いことから、詳細については、個別安全審査に委ねられており、具体的な審

査内容、審査の効率化など注視が必要。

 新規制基準骨子（案）のパブリックコメントが開始（７月２５日から８月１５日）

され、当社としても８月１５日にパブリックコメントを実施。また、新規制基準

（案）についてもパブリックコメントが開始（９月１２日から１０月１１日）され、当

社としてもコメントする予定。

 新規制基準（案）については、内容を踏まえて対応可能なものについては１２

月を待たずに準備を進めるなど、しっかりと対応していく所存。
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２－６ 新規制基準対応に係る検討項目

新規制基準を踏まえた基準地震動の評価・検討
・下北半島の太平洋側に位置する大陸棚外縁の断層の海上音波探査、敷地周

辺の出戸西方断層や七戸西方断層に関する調査、敷地内におけるトレンチ調

査などを実施 による更なるデータ拡充

新規制基準における新たな機能要求への対応
・内部溢水、内部飛来物に対する対応

⇒設計検討を開始、防水板や堰の設置など必要な対策実施を検討

・自然現象として竜巻・火山に対する対応

⇒自然現象の変動事象として新たに要求される竜巻・火山に対して、発電炉

の審査状況も踏まえつつ、評価を行い、必要な対策の計画を検討
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３－１ 組織改正について（1/3）

運転
（当直）

保修部（約230名）運転部（約740名）

施設運営
･設備管理
（各施設課）

各施設固有機械設備
共通
機械設備

運転部

計装設備 電気設備

各施設部 設備保全部

計装設備 電気設備
運転
（当直）

施設運営･設備管理
各施設固有機械設備の保修

＜運転部門日勤と機械保修部門の機能統合＞

運転部は運転（当直）を主業務とする。

＜従来組織＞

＜改正後組織＞

共通
機械設備

再処理施設の処理工程毎に運転部門日勤（施設課）と機械保修部門を統合し
た組織を設置し、施設管理部署が自ら設備保全作業を実施できるようにするこ
とで、通常運転時と非定常時の要員の柔軟な運用、多様な技術力を有する人
材の育成を図る。（２０１１年１０月実施）

３．操業へ向けた取組み

次頁へ
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３－１ 組織改正について（2/3）

運転部門日勤（施設課）と機械保修部門の統合に伴い、組織が過大な規模と
なることを回避し、各部が自主的な創意工夫により効率的に工場を運営管理
していく観点から、関連性の深い施設で工場の単位を分割して部を設置する。
（２０１１年１０月実施）

約100名

再処理工場

運転部

保修部 約230名

約60名

再処理工場

約100名

約90名

約50名

約60名技術部

約390名

約130名設備保全部

前処理施設部

共用施設部

化学処理施設部

ガラス固化施設部

分析部

運営管理部

運転部

＜各組織の管理範囲の適正化＞

約90名

運転部（日勤）と保修部を

各施設部及び設備保全部に再編

運転（当直）を主業務とする部として、
統括当直長のもと各施設の運転要員が
連携する体制を維持

約７４０名
（当直を含む）

工場総括機能は

運営管理部へ

改造設計、管理、情報シ
ステム業務は工場外へ

各部の管理
範囲適正化
（ミニ工場化）

▲約80名はエンジニアリン
グ部門として専従
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３－１ 組織改正について（3/3）

再処理事業部

再処理計画部

原価契約Ｇ 

計画Ｇ

総括Ｇ

再処理ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄＧ

廃棄物ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄＧ

電源ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄＧ 

建設ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄＧ 

設計部 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部 

技術開発研究所

再処理事業部 

貯蔵施設建設Ｇ

建設管理Ｇ

設計技術部 

技術開発研究所 

電気Ｇ

計装Ｇ

施設建設部 

原価契約Ｇ

計画Ｇ

技術Ｇ

設計開発Ｇ

再処理計画部 

プロセス・機器Ｇ 

電気計装設計Ｇ

安全解析Ｇ 

技術基盤Ｇ 

設計技術Ｇ 

情報システムG

再処理工場 

エンジニアリングセンター

再処理工場 

【旧組織】 【新組織】

（基本設計）

（詳細設計・建設）

（改造設計）

（プロジェクトを最初から最後まで
見る）

（専門性を高めて品質向上を図る）

（改造設計への工場要員関与の推進）

（センターによる工場要員へのエンジ

ニアリング教育）

再編する組織の要員を集約し約
160名規模とした。

エンジニアリング機能の更なる強化及び、専門性の高い技術者を継続的に育
成・確保し、再処理事業部全体の技術力を向上を図る観点から、エンジニアリン
グセンターを設置。また、再処理事業部内の技術部門を再編し、プロジェクト部と
設計部等を新たに設置。（２０１２年１２月実施）
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３－２ 長期停止している設備の維持（1/3）

再処理工場の主工程（せん断・溶解、分離、精製、脱硝設備）は２００８年１０

月以降、使用済燃料を用いた運転を行っておらず、長期間停止している。この

ため、設備や運転性能の維持に努めている。

運転している設備

長期停止している設備

(設備点検や動作確認を実施）

凡例

精製建屋

高レベル廃液ガラス
固化建屋

ウラン脱硝
建屋

ガラス固化体

使用済燃
料受入れ・
貯蔵建屋

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

ドラム缶
分析試料

前処理建屋

燃料

分離建屋

制御建屋
非常用

電源建屋

ｳﾗﾝ･ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ
混合脱硝建屋

製品
貯蔵精製建屋

高レベル廃液ガラス
固化建屋

ウラン脱硝
建屋

ガラス固化体

使用済燃
料受入れ・
貯蔵建屋

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

ドラム缶
分析試料

前処理建屋

燃料

分離建屋

制御建屋
非常用

電源建屋

ｳﾗﾝ･ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ
混合脱硝建屋

製品
貯蔵

各建屋
換気設備、塔槽類廃ガス処理設備 等

ユーティリティ設備
蒸気、冷却水、圧縮空気、純水 等

放射線管理
放射線管理設備、環境モニタリング 等

共通設備
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３－２ 長期停止している設備の維持（2/3）

（１）定期的な法定検査

①再処理規則に基づく定期的な検査

・ 非常用動力装置（ディーゼル発電機、蓄電池など）

・ 警報装置（高レベル廃液の漏えい検知装置、水素掃気用空気貯槽の圧力低警報など）

・ 安全上重要な施設の性能など（安全冷却水流量、抽出塔への溶解液流量高による供給

停止インターロックなど）

②労働安全衛生法に基づくクレーン・ボイラ・圧力容器等の定期的な検査

③その他消防法等（火災警報装置点検など）

機械設備 計装設備 電気設備

・手入れ前の状態確認

・分解点検手入れ、外部塗装の点検・補修

・潤滑油、グリースの交換

・構成部品の寸法計測

・消耗品の交換

・構成部品の非破壊試験

・絶縁抵抗測定

・運転確認

・外観目視点検

・点検前の指示値等の確認

・ループ確認

・単体確認

・部品交換

・据付外観確認

・警報、インターロック試験

・一般点検（端子部の緩み等）

・外観点検（絶縁物、フレームカバー等の変形）

・各種電気設備の点検（M/C、UPS、DG等）

・モータ点検

（２）自主的な保守・点検
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３－２ 長期停止している設備の維持（3/3）

対象機器 実施内容 確認ポイント

燃料横転クレーン 動作確認として手動運転（中央／現場） 燃料横転クレーンの機能・動作範囲・作動状況並びに運転手順の理解

せん断機 燃料せん断サイクル運転手順確認モードを用い
た運転手順

せん断機の機能・動作範囲・作動状況並びに運転手順の理解

溶解槽 ・動作確認として手動運転（中央／現場）

・ホイール手回し運転

溶解槽の機能・動作範囲・作動状況並びに運転手順の理解。また、異常時
を想定したホイールの手回し運転を行う。

（３）動作確認

長期停止している再処理工場の主工程設備については、再稼動に向けて、次のような動作確認を

行うとともに、その運転操作を通して運転員の技能維持を図っている。

a．前処理施設、脱硝設備の機械設備

せん断機の油圧ユニット、溶解槽の駆動装置、ウラン酸化物貯蔵容器の取扱設備などの定

期的な作動確認、運転状態の確認を実施している。また、前処理施設の機械設備の実機の制

御システムには、一連の動作確認ができる運転訓練モードを追加。

b．分離・精製施設の化学処理設備

ウラン精製の溶媒抽出工程の酸・溶媒平衡運転、ウラン濃縮缶の水運転、パルセーション動作

確認、ミキサセトラ内溶液の内部循環、溶媒蒸留工程の全環流運転などを行って、系統・設備の

動作確認と運転操作技能の維持を図っている。
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３－３ 運転技能の維持（1/3）

訓練コース 目的・内容

① 導入訓練
新入社員、転入社員等の新規運転員を対象に運転員の基本動作、各施設（工程）の基本的な運
転操作習得、主な事故時のプラント挙動の把握およびインターロックの習得を目的とする。

② 通常運転訓練
通常運転操作（起動・停止・処理量変更等）の習得を目的とするとともに手順、役割の確認、指揮
命令系の確認、コミュニケーション能力の向上、チームワークの醸成を目的とする。

③ 異常事象対応訓練
様々な故障や異常な過渡変化、異常な過渡変化を超える事象や設計想定外事象発生時の対応
操作を習得するとともに指揮命令系の確認、通報連絡訓練、コミュニケーション能力の向上、チー
ムワークの醸成を目的とする。

④ 自主訓練
個々の習得したい事項や確認したい事象、その他様々な要望により自主的な訓練を行い、個人
の習熟度および技術レベルの向上を目的とする。

⑤ 基本動作訓練
ＯＩＳやハードスイッチについての基本的な操作方法や運転操作における基本動作の習得を目的
とする。

次に示す運転訓練の習得により必要な運転技能の確保に努め再稼動時の工場の操業

運転に備えている。

（１）総合訓練シミュレータ

２０１１年度から本格的な訓練を開始、下表の５訓練コースを設定
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３－３ 運転技能の維持（2/3）



20

３－３ 運転技能の維持（3/3）

（２）故障対応訓練

運転技能の維持を目的として、運転故障模擬の訓練を行い、アクティブ試験で経験した様々な

トラブルを思い出し、実運転中の対応を机上経験する。訓練事象は下記に示すような実例につい

て、運転員、日勤技術員から状況報告させＱＡでの即答を求める。

・圧縮空気の供給停止：運転中の工程の停止状態、廃ガス処理系の圧力変動など

・分析不可：必要分析件数の集計、優先分析の選定、工程停止の判断など

・東日本大震災 外電喪失時：警報確認、ＤＧピックアップ状態、各設備の状態確認など

（今後の課題）

○運転できる設備については運転を行い設備の機能維持、運転員についてもシミュ
レータや故障対応訓練などを通して必要な技術・技能の維持に努めているが、施設全
体の運転確認は実施できていない状況。

○施設全体の運転確認を行うことが設備の機能維持や運転員の技術維持にもっとも
効果的。
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３－４ 新型ガラス溶融炉の開発

 ２００９年より、オールジャパン体制でガラス溶融炉高度化研究を開始。

 ２０１３年度下期よりガラス固化技術開発施設で実施する実規模モックアップ試験にて、最終的

な性能確認を実施予定。

 上記の試験や知見などを踏まえ、新型ガラス溶融炉へリプレース。

ガラス固化技術開発施設

経済産業省

日本原子力研究開発機構

電力中央研究所

レンガ材料の専門家

東大、東工大、阪大、他

溶融炉メーカ（IHI）

他メーカ
東芝（計測制御）
三菱マテリアル（材料）
三菱重工（海外調査）

日本原燃

現行ガラス溶融炉の試験運転

・ 安定運転方法の検討

・ 実廃液の分析

・ るつぼ試験

・ 小型溶融炉試験

・ 実規模試験（KMOC）

新型ガラス溶融炉の開発

・ ガラス素材などの基礎研究

・ 解析・制御技術の開発

・ リプレース炉の設計検討

・ 炉の更新工事の検討

・ 海外技術も参考に研究

・ 新型炉の実規模試験（K2MOC）

仏AREVA社

仏 原子力庁（CEA）

独 KIT
（カールスルーエ研）

米 CUA/VSL
（カソリック大学ガラス研）

米国エネルギー省
（国立研究所）

ガラス固化技術
研究評価委員会

東京大学、大阪大学、京都大学
電力中央研究所、神戸製鋼所
日本原子力研究開発機構 等

計13名

経済産業省

日本原子力研究開発機構

電力中央研究所

レンガ材料の専門家

東大、東工大、阪大、他

溶融炉メーカ（IHI）

他メーカ
東芝（計測制御）
三菱マテリアル（材料）
三菱重工（海外調査）

日本原燃

現行ガラス溶融炉の試験運転

・ 安定運転方法の検討

・ 実廃液の分析

・ るつぼ試験

・ 小型溶融炉試験

・ 実規模試験（KMOC）

新型ガラス溶融炉の開発

・ ガラス素材などの基礎研究

・ 解析・制御技術の開発

・ リプレース炉の設計検討

・ 炉の更新工事の検討

・ 海外技術も参考に研究

・ 新型炉の実規模試験（K2MOC）

仏AREVA社

仏 原子力庁（CEA）

独 KIT
（カールスルーエ研）

米 CUA/VSL
（カソリック大学ガラス研）

米国エネルギー省
（国立研究所）

ガラス固化技術
研究評価委員会

東京大学、大阪大学、京都大学
電力中央研究所、神戸製鋼所
日本原子力研究開発機構 等

計13名



22

まとめ

 ガラス固化設備において、数々のトラブルを経験したものの、KMOC試験に

よる運転方法の確立、設備改造等により課題を克服。本年５月までに社内

試験を終了し、残すは国による使用前検査（性能係る検査）の受検のみと

なった。

 再処理工場では、幾度の工程変更や様々なトラブル等が発生したが、設備

の改造や運転管理の方法の見直し、更には事業体制の見直しなどを行い、

操業に向けた取組みができていると判断している。

 今後これらの経験および新規制基準の対応を踏まえ、「世界一の施設を作

る」との気概をもって安全性向上、現場の技術力向上等に不断の努力を傾

注し、本格操業を目指す。
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別紙 安全性向上に係る継続的取組み（1/3）

多
重
故
障
に
よ
る
事
象
進
展
を
想
定

これまでの安全評価における
設計基準事象の選定フロー

「十分な事故防止対策」の例:
独立した2系列の安全冷却水系（1系列のみで崩壊熱を十分除去できる）
で冷却することが可能（単一故障で1系列が機能喪失しても、別の1系列
で冷却できる）、排風機が故障した場合は、予備の排風機に自動的に切り
替える設計としている。
「事象の進展が遅い」の例:
仮に機能が停止したとしても平常時の年間の線量当量に達するまでに、
運転員対応が可能な時間余裕（1日以上）がある。

技術的に合理的な
手法に基づく線量評価により

5mSvを上回る事象か、臨界
又はプールの燃料損傷事故か

Y

N

安全性総合的評価報告書、
仏国評価事例等での対象事象として
評価されているか？

多重故障を想定しても評価を必要としない事象

N

安全性向上のための
継続的活動の対象
事象

発生防止、拡大防止及び
影響緩和のためのＡＭ策
を計画的に講じる

Y

設
計
基
準
事
象
と
す
る
必
要
の
な
い
事
象

「運転時の異常な過渡変化を超える事象」に係る候補事象

「運転時の異常な過渡変化を超える事象」に係る設計基準事象

「運転時の異常な過渡変化を超える事象」に係る
設計基準事象の代表事象

十分な事故防止対策に
加え、事象の進展が遅いか、または十

分な点検管理等を行うか

影響緩和対策を
施さなくとも判断基準を満たす

ことが明らかか

類似事象でまとめられるか

最も厳しい事象か最も厳しい事象か 代表事象で包括さ
れる事象

Ｙ

Ｙ

Ｎ

Ｎ

Ｎ

Ｎ
Ｙ

Ｙ

重大事故対策
対象事象

重大事故の発生
防止、拡大防止
及び影響緩和の
ためのＡＭ策を講
じる

福島第一原子力発電所事故直後から、再処理事業者として自主的に目指すべきゴールを安
全対策方針として策定し、重大事故に対する対策の構築などさまざまな活動を実施してきた。
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安全性向上に係る継続的取組み（2/3）

深層防護レベル

事象項目

レベル３－２ レベル４

重大事故の発生防止 重大事故の拡大防止
重大事故の影響緩和

（発生した放射性物質をセル内に導く手段を含む）

重
大
事
故
対
策
対
象
事
象

(a) 冷却機能の喪失
による蒸発乾固（主
に2系列の安全冷却
水で崩壊熱除去す
る機器）

・消防ポンプ等による
冷却コイルへの直接
注水

・ショ糖水の注入によ
るルテニウムの大量移
行防止

・塔槽類廃ガス処理系の水封等からセル内への放
出

・セル及び建屋内での沸騰蒸気凝縮による放射性物
質の放出抑制

・セル換気設備復旧又は代替換気設備による放出
経路確保

・大量泡放水砲による放水

(b) 漏えい液の蒸
発乾固（高レベル濃
縮廃液貯槽等）

・貯槽の冷却ジャケッ
トを用いた漏えい液の
冷却

・ショ糖水の注入によ
るルテニウムの大量移
行防止

・セル及び建屋内での沸騰蒸気凝縮による放射性物
質の放出抑制

・セル換気設備復旧又は代替換気設備による放出
経路確保

・大量泡放水砲による放水

(c) 溶解液における
臨界

― ・硝酸ガドリニウム溶
液の供給

・溶解廃ガス処理系の水封等からセル内への放出
・セル換気設備の閉じ込めモード又は全停止による

短半減期核種の減衰と閉じ込め

(d) プルトニウムを
含む溶液の誤移送
による臨界

― ・硝酸ガドリニウム溶
液の供給

・塔槽類廃ガス処理系の水封等からセル内への放
出

・セル換気設備の閉じ込めモード又は全停止による
短半減期核種の減衰と閉じ込め

(e) 使用済燃料貯
蔵プールにおける燃
料損傷

・消防ポンプ等による
プールへの直接注水

・可搬式スプレイ設備
・大量泡放水砲による放水冷却
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【再処理施設の潜在的リスク評価（内的事象リスクプロファイル） 】

※当該事象集団のうち、最大リスクを示す１
事象を指し示している。

―SAP BSL（全事象）
― SAP BSO（全事象）
‐‐‐SAP BSO（1事象）

◆機能喪失（冷却） ■火災 ▲爆発 ×臨界 ●漏えい ■機能喪失（その他）

各事故は、SAPのBSL未満である

高レベル濃縮廃液貯槽の冷却機能の喪失※

水素掃気機能の喪失※

セル内へ漏えいした放射性物質を含有
する有機溶媒の火災※

高濃度プルトニウム溶液の誤移送による臨界※

清澄機ボウル内の不溶解残渣を含む溶
液の沸騰

漏えい臨界※

溶解槽臨界

大

小
高低 事故の発生の可能性

一
般

公
衆

へ
の

放
射

線
影

響

安全性向上に係る継続的取組み（3/3）

SAP（Safety Assessment Principle）：英国において再処理施設を含む原子
力施設に対する安全評価原則として設定した目安レベル

BSL（Basic Safety Level）：基本安全レベル⇒ 許認可で満足すべき基準
BSO（Basic Safety Objective）：基本安全目標⇒これ以上リスク低減を要求
しない基準




